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1は じ め に

秋田県内陸部の最南端に位置する雄勝町秋の官地区は ,

昭和30年代の後半から,い ちごの栽培農家 面積が増加し
た。現在 ,東京・大阪等の市場を開拓し,「 遅出しいちご」

産地として定着 しつつある。このような,秋の宮地区を対

象に,産地の形成と稲 いちご経営拡大 安定化のための
条件を明かにする。

2 地区の概況といちご導入農家の経営構造

当地区は,官城県鳴子町に通ずる国道 108号練添いの山

村で,農家数は519戸である(内専業 10%, 1兼 43%)。

1戸当り耕地面積は,7,a(県平均 100a)と 小さく,ま
た ,地区内の労働市場は狭い。このため,DID都市であ
る湯沢市等への通勤兼業化が,最近急増している。

平均気温は10Cで ,秋田市より約1℃低い程度であるが,

積雪量が多く,積雪期間は140日 .4月 上旬に及ぶ。

いちご導入農家 (229戸 )は ,非導入農家に比較 し,耕

地面積が大きく(97a),農業労働力の保有も多い。また,
これらの農家には,い ちご「長期株冷 (ハ ウス )栽培」・

畜産導入,稲作作業受話によって,農業所得の拡大を志向

する農家も多く,地域農業を支える担い手層でもある。

3 いちご産地の発展経過と「 雄勝町いちご
生産出荷組合 」の役割

当地区のいちご導入は,昭和28年頃といわれる。これが

53年現在栽培面積が27 ha, 17,235万円の販売実績を示め

す。今日に至る産地の拡大過程を整理すれば,つぎの4つ

の発展段階に区分できる。

導入期 (昭 28～ 34):自 給用から,換金作目としての,

いちご部門の比重が増加 した時期で,当時の年販売量は ,

約 2∞ りで湯沢市等に「 ふれ売り」された。

産地拡大期 (昭 35～ 2)134年 10戸 で「組合Jを結成
し,仲間づくりといちご生産技術向上のための学習・研究

会の開催 ,地元市場の開設 品種更新 (モナークから幸玉 )
によるいちご部『1所得の増加等が図られた。この期間 ,組

合員は,10戸から1511戸に,販売量も1∞ tに達し,兼業晨

家までいちご導入が浸透し,産地化が急速に進展 した。

産地条件整備期 (昭 43～ 49):経済の高度成長過程での

著しい兼業化の進行,価格の低迷等により,組合員数 (150

戸から110戸 )販 売量 (l10tか ら43t)が停滞 した時期
であるが,産地として定着させる基礎的な条件が着実に整

備された。その主なものは,①東京市場の開拓 (1召 42),

②品種更新 (幸玉からグナー), ③「組合」組織の強化

(指導部の選出と検査員の設置,図 1),④農道整備 畑
地かんがい・集出荷所の増改築等である。

図 1 「組合」の組織機構

定着期 (昭 50～ ):「組合」指導部を中心に,盛岡16号
への品種更新 (現在 llXl¢ ), 協定技術の徹底,ウ イルス
フリー株の導入 o増殖,市場開拓 (大阪 名古屋 )と 品質
規格の統一,株冷栽培技術の導入等が行なわれ,い ちご

部門は経営の主部門として定着し,戸数 販売量 (43,か
ら2121)と も飛躍的に増加した。

以上のように,い ちご産地形成に果した「組合Jの役割

は,極めて大きいといえよう。

4 いちご部門の経営収支
いちごの価格は,出荷時期と品質 規格によって差が大
きい。このため,共販の精算は日別 規格別プール計算で
行われる。10a当 り販売額は,収量 (り )× 単価で表わさ

れ,単価は出荷時期と品質 規格で決まる。10a当 り販売
額は,農家によって差が大きく,18～ 80万円の幅を示めす。
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当然 ,遅出しはど有利で,価格は 7月 に急上昇する。した

がって,販売額は 7月 出荷率とも相関がみられる。しかし

例年,総販売量の約70%が 6月末までの出荷である。した

がって,10a当 り販売額は,収量と高い相関を示めし(図

2),組収入の増大は収量水準の向上が決めてとなってい

る。 1戸当り耕地面積が大きく,専業的農家の収量が高い

傾向を示すが,産地の維持拡大を図るためには,零細兼業

層の生産方向上対策も重要となる。

注 販売額と規格 品質の相関はr=― o212

図 2 いちごの粗収益を規制する要因 (昭 52)

●` ちごの10a当 り経営費は2万円で,所得は34万円 (粗

収入を平均の58万円として)である(表 1)。 しかし,10

a当 り労働時間が620時間に及ぶ労働集約的な作日であり,

労働力 1人当り栽培可能面積は,10aが上限となる。

表 1 経営収支 (10a当 り)

5 稲・ いちご経営の拡大 。定着の条件

いちごの10a当 り所得水準は高いが,規模の制約から,

いちご (慣行普通栽培 )の導入だけでは,農業での自立化

が困難である。このため,地域農業の担い手でもあるいち

ご導入農家の多くは,出稼ぎを排除できず,「稲 いちご
+出稼ぎ」が,地区の支配的な経営形態である。

「組合」では,普通栽培に加えて,作型 Iの「短期株冷

裁培」(7月 収穫 )と ,作型Ⅱの「長期株冷 (´ ウヽス)栽

培」 (10月 中旬以降の収穫。「組合」では株冷のための冷

蔵庫を新設。昭54以降40戸以上が′ヽウス導入予定 )の 2つ

の作型を導入試作段階にある。 2つの作型は ,稲・いちご

普通栽培と労働力競合が少なく,家族労働力3人で,稲 1∞

a・ いちご普通栽培20a,作型 120a,作型■10aが 可能

となる(図 3)。 試算によるこれらの所得合計は, 41Xl万

円となり農業での自立を可能とする。

図3 新作型導入の労働配分

2つの作型を定着させるための技術・経営的な課題も多

い。しかし,こ れら作型の定着による自立農家の育成と,

兼業農家においても婦人労働力だけでも農業に残存させる

方向が,当産地を将来ともに維持発展させる条件でもある。

「組合」のより¬層の組織強化に加え,畜産振興 (い ち

ご部門の生産力増強でもある ),生産諸組織の育成,価格

安定等,農協・ 自治体の援助も,産地発展と稲・ いちご経

営の確立のためには不可欠の条件であろう。
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